視察報告書
報告者氏名　　小田桐　たかし　　 eq \o\ac(○,印)
１　委員会名
　　つくばエクスプレス沿線整備と新川耕地・周辺特別委員会
２　期　間
　　平成２６年５月２１日（水）
３　視察項目
　　「新川耕地における営農状況と休耕田の状況について」
４　所感等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　新川耕地は、『江戸の台所』として一級農地の役割を発揮し続けてきた。しかし、農業従事者の高齢化やコメ価格の下落等により、農地用面積195㌶のうち耕作地は117㌶（うち水田75％）で、耕作放棄地は40％にもなる。本市の農業振興策の強化とともに、実態に即した政策転換・政策方針が問われている。

現在、第1物流（7.2㌶）の開設に続き、第2物流建設計画（14㌶）や、工業団地南側12㌶の開発計画も浮上している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　本市農業の実態は、面積585㌶を農家706戸、就業人口747人（平均年齢66.5歳）で耕作していることから、全市的課題として、①農業委員会建議書でも指摘されている新規就農者支援策の創設・抜本的強化、②市内農産物を活用したパンやスイーツ作成、飲食店やお弁当店との連携・提携など消費地の立地の近さを活かしきるための取り組み強化が欠かせない。

新川耕地で言えば、休耕田を活用した大豆作付け→市内での味噌加工→学校給食等での提供や、酒米の契約栽培→姉妹都市信濃町での酒作成→観光産品化などへ政策的な強化を以前から政策提案してきた。

地元地権者からは「200年分以上の利益をぶら下げられれば、誰もが物流センターに農地を売る」との意見を聞いている。しかし、一度コンクリートで覆えば、そこでは食物をつくることはできず、お金を食べても人は生きていけない。またコンクリートの建物は50年もすれば朽ちることや、世界的な異常気象による作物高騰・作付け不順、世界的な飢餓の広がりを考慮すれば、地権者を目先の利益に走らせない取り組みを行政が提起し、市民と一体で後押しすることが必要不可欠と考える。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　新川耕地をめぐっては、多数の地権者が関係し、大きなお金や権力も動くと懸念される。行政職員は公正・公平・透明性を持った事務執行を心がけるとともに、都計法に基づく都市マスタープランに位置付けた『市民交流ゾーン』『自然活用ゾーン』を厳格に守ったスポーツフィールド移設を計画するべきと思う。現時点では移設先を『公募』としているが、新川耕地という狭い地域での地縁血縁、複雑な人間関係、利権等を考慮すれば、オリンピックのような誘致合戦とは質的に異なる事態を想定すべきではないか。修復できないキズ・禍根を残すことがないよう再考するべきと考える。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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